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化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議 
平成二十九年五月二十六日 

衆議院経済産業委員会 
 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 
 
一 審査特例制度の見直しに併せて、事前確認により製造・輸入が認められる化学物質の管

理状況及び使用状況について、事後監視の徹底を図るとともに、化学物質の有害性情報の

収集に積極的に努めること。 
 
二 審査特例制度の全国数量上限の算出に用いる用途別排出係数については、廃棄段階も考

慮に入れるなど、化学物質のライフサイクルにも配意し、環境への排出量を過少評価する

ことのないよう知見を結集した設定・運用を行うこと。 
また、用途情報の正確性を担保するためには、企業の保有する技術・営業情報等の秘密

情報が保護されるよう、速やかに国が用途情報を厳密に把握できる体制の構築について検

討し、人の健康や生態系に悪影響を及ぼすことのないよう万全を期すこと。 
 
三 化学物質管理に関する規制・制度については、化学産業の国際競争力の強化、事業者の

負担軽減及び国際的な動向との整合性を踏まえて、合理的な規制や制度の運用に向け、引

き続き検討すること。なお、その際には我が国の商慣行や事業者間の公平性にも充分留意

すること。ＷＳＳＤ二〇二〇年目標の確実な達成、化学物質の適正な利用及び化学物質に

よるリスクの低減に関する長期的・計画的な施策を推進するため、利用の実態を踏まえ、

包括的に化学物質を管理するための総合的、統一的な法制度等のあり方について早期に検

討を行うこと。 
 
四 化学物質のリスク評価に当たっては、その透明性及び客観性を確保する観点から、政府

の行ったリスク評価の妥当性を審査する外部委員会を用いて行うこと。 
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化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議 
平成二十九年四月十一日 
参議院経済産業委員会 

 
政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

 
一 審査特例制度の見直しに併せて、事前確認により製造・輸入が認められる化学物質の管

理状況及び使用状況について、事後監視の徹底を図るとともに、化学物質の有害性情報の

収集に積極的に努めること。 
 
二 審査特例制度の全国数量上限の算出に用いる用途別排出係数については、廃棄段階も考

慮に入れるなど、化学物質のライフサイクルにも配意し、安全側に立った設定・運用を行

うこと。また、国が用途情報を適切に把握できる体制の構築について、速やかに検討し、

人の健康や生態系に悪影響を及ぼすことのないよう万全を期すこと。 
 
三 特定新規化学物質・特定一般化学物質については、予防的な視点で、製造・輸入数量が

増加した場合や専門家が必要と認める場合等には、速やかに優先評価化学物質に指定する

等の適切な措置を講ずること。 
 
四 化学物質管理に関する規制・制度については、化学産業の国際競争力の強化、事業者の

負担軽減及び国際的な動向との整合性を踏まえて、合理的な規制や制度の運用に向け、引

き続き検討すること。 
 
五 ＷＳＳＤ二〇二〇年目標を確実に達成するため、官民の連携を一層強化し、科学的知見

の更なる集積を図るなど、スクリーニング評価・リスク評価の効率化と加速化を進めるこ

と。そのため、取組の工程をより具体的に明らかにするとともに、所要の予算の確保・体

制の整備に努めること。 
 


